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社会福祉法人北九州市社会福祉協議会評議員等の報酬及び費 

用弁償に関する規程 

 

  （趣旨） 

第１条  この規程は、社会福祉法人北九州市社会福祉協議会定款（以下「定款」という。）

第９条の規定に基づく評議員の報酬及び費用弁償、定款第２２条の規定に基づく理事及

び監事の報酬及び費用弁償並びに評議員選任・解任委員会委員、社会福祉法人北九州市

社会福祉協議会定款施行細則第７条並びに第８条に規定する委員会の委員並びにこれら

に準ずる者の費用弁償について、必要な事項を定める。 

  （評議員の報酬） 

第２条 評議員には、報酬を支給しない。 

  （理事の報酬） 

第３条  理事（会長及び常務理事を除く。）には、報酬を支給しない。 

２ 会長及び常務理事に対して、年額８，５５６，０００円の範囲内で、次に定めるとこ

ろにより報酬を支給する。 

 （１）会長には、報酬として月額１２０，０００円を支給する。 

 （２）常務理事には、その職に対応する北九州市職員の給与に関する条例（昭和３８年

第２４号）第５条、第１１条、第２４条及び第２５条の規定の例により算定した額を

報酬として、支給する。ただし、北九州市職員としての身分を有する常務理事には、

その職に対応する北九州市職員の給与に関する条例第１１条及び第２５条の規定の例

により算定した額を報酬（同条例第１１条の規定の例により算定した額については月

額報酬）として、支給する。 

３ 新たに会長及び常務理事になった者には、その日から報酬を支給する。 

４ 会長及び常務理事がその職を離れたときは、その日まで報酬を支給する。 

５ 会長及び常務理事が死亡したときは、その月まで報酬を支給する。 

  （監事の報酬） 

第４条 監事には、報酬を支給しない。  

（報酬の支給方法等） 

第５条 報酬の支給は、本人の指定する金融機関口座への振込みをもって行う。ただし、

特別の理由があるときは、現金をもって行うことができる。 

２ 支給する日は、社会福祉法人北九州市社会福祉協議会職員給与規程の適用を受ける職

員の例による。 

３ 報酬の支給に当たっては、法令の定めにより控除すべき金額及び本人から申出のあっ

た金額を控除する。 

（評議員の費用弁償） 

第６条  評議員が、勤務地内において評議員会その他職務としての会議等に出席したとき

は、費用弁償を支給する。この場合においては、社会福祉法人北九州市社会福祉協議会

旅費規程を適用する。
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（理事、監事等の費用弁償） 

第７条  理事及び監事が、勤務地内において理事会、評議員会その他職務としての会議等

に出席した場合は、費用弁償を支給する。この場合においては、社会福祉法人北九州市

社会福祉協議会旅費規程を適用する。 

２ 会長が、勤務地内において理事会、評議員会その他職務としての会議等に出席した場

合及び勤務地内出張をした場合は、前項及び社会福祉法人北九州市社会福祉協議会旅費

規程の規定は、適用しない。 

３ 常務理事には、北九州市職員の給与に関する条例第１５条の規定の例により算定した

通勤手当を支給する。 

４ 常務理事が、理事会、評議員会その他職務としての会議等に出席した場合には、第１

項の規定を適用せず、社会福祉法人北九州市社会福祉協議会旅費規程の規定を適用する。 

５ 評議員選任・解任委員会委員、社会福祉法人北九州市社会福祉協議会定款施行細則第

７条及び第８条に規定する委員会の委員並びにこれらに準ずる者が、勤務地内において

委員会その他職務としての会議等に出席した場合は、日額５，０００円の範囲内で会長

が定める額を費用弁償として支給する。この場合においては、社会福祉法人北九州市社

会福祉協議会旅費規程の規定は、適用しない。 

  （委任） 

第８条  この規程の施行について必要な事項は、会長が別に定める。 

 

付 則 

１ この規程は、平成２９年６月２０日から施行する。 

 （社会福祉法人北九州市社会福祉協議会役員等の報酬及び費用弁償に関する規程の廃止） 

２ 社会福祉法人北九州市社会福祉協議会役員等の報酬及び費用弁償に関する規程（昭和

５７年４月１日制定）は、廃止する。 

（社会福祉法人北九州市社会福祉協議会派遣職員給与規程の一部改正） 

３ 社会福祉法人北九州市社会福祉協議会派遣職員給与規程の一部を別紙のとおり改正す

る。 

   付 則 

１ この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

付 則 

１ この規程は、平成３１年３月２７日から施行する。ただし、第６条及び第７条の規定

は平成３１年１月１日に遡及して適用する。 

付 則 

１ この規程は、令和７年６月２３日から施行する。 

 

 


